





















































































































<表9> 綜合科学技術審議会の構成 ･･･････- ･･
<表 10> 綜合科学技術審議会の分野別専門委員会の開催実績
<表 11> 綜合科学技術審議会の開催実績 ････････
<表 12> 綜合科学技術審議会上程案件の部処別提出件数 ･























































[1]例えば,peterF.Druckerの ｢Post-CapitalistSociety｣ (日本語訳, ｢ポスト資本主義





































ている｡さらに､ 1995年 11月施行された科学技術基本法は ｢政府は､科学技術基本
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<表 1.科学技術会議議員名簿>
区 分 職 名 名 前
議 長員同 内閣総理大臣大蔵大臣弓芸霊宝芸庁長官 橋本龍太郎三塚 博小杉 隆麻生太郎
同 科学技術庁長官 近岡理一郎
同 日本学術会議会長 伊藤正男
同 (常勤) 元東京大学学長 森 亘
同 (常勤) 弓元科学技術庁事務次官 石塚 貢
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同委員会はその下に ｢研究調査小委員会｣､ ｢研究評価小委員会｣､ ｢基礎調査小委員






区 分 職 名 l1 名 前
委 員 長 科学技術会議議員 (常勤) 弓 森 亘






同 学術情報センター所長 猪瀬 博
同 日本学術振興会理事長 大崎 仁

























実施計画に関する調査検討 (基礎調査委員会)､研究課題の中間 ･事後の評価 (研究評価
小委員会)､COE育成制度の対象になる研究機関の選定 (COE育成委員会)､そして







































































































































科学技術会議は､ 1960年 10月内閣総理大臣の諮問に対して第 1号答申 ｢10年後
を目標とする科学技術振興の総合的基本万策について｣を出して以来 1997年 3月末現


























? ? ?? 】? 】? ??? ?? ‖ ? ?
85.12.3
t 18 . ｢新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策に 92.1.24】 ついて｣
23 ･ ｢科学技術基本計画について｣ 96.6.24
(2)基盤に関する答申
･ 号 数 名 称 答 申 目
34 ･ ｢国立試験研究機関を刷新充実するための方策について｣科学技術情報の流通に関する基本的方策について｣ 62.7.13(lA)
63.7.9(2次)
910.1
13 ･ ｢国立試験研究棟関の中長期的あり方について｣ 87.8.28
16 ･ ｢科学技術振興基盤の整備に関する基本指針について｣ 89.12.5
20 一 ｢科学技術系人材の確保に関する基本指針について｣ 94.12,12
22 ･ ｢地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針に 95.ll.29
(3)技術分野答申
号 数 l 名 称 答 申 目
: 上 …三三三R忘≡芸芸芸芸…芸芸憲 二いて｣ 798::.喜8
9 . ｢防災に関する研究開発基本計画について｣ 81.7.6
10 - ｢ライフサイエンスにおける先導的 .基盤的技術の 84.4.24
資料 :答申各号及び ｢科学技術会議の概要｣ (科学技術庁,1996.6)
から作成






































<資源 > < 国土 .環 境 >
･世界的資源不足への対応必要性-代替資源開発資源の合理的利用研究開発 ･高度経済成長および都市化-総合的で均衡された国土利用環境 .交通問題への対応






































































iE 主要施策 一 基本答申の主要内容 基盤に関する答申の主要内容 】








2.科学技術人材 <関連答申 :第 1､5､6､11, <第20号 (94.12)>
の養成 .確保 12､18､23号> ･科学技術が身近に感じられる社会環境
･新しい分野の研究人材養成 の構築
































































の強化 ･地域の科学技術振興に携わる研究者 . i




























































































































































･物質 一材料系科学 第 14号 (87.8)
技術
･情報 .電子系科学 第15号 (89.3)
技術
･ライフサイエンス 第 10号 (84.4) .ライフサイエンス懇談会報告 ｢ライフサイエ





･ソフト系科学技術 第 19号 (92.12)
･先端的基盤科学技術 第 21号 (94.12)
一宇宙科学技術
･海洋科学技術
･地球科学技術 第 17号 (90.6)
2.人類の共存のため
の科学技術


































































るいは ｢内閣総理大臣決定｣を経て､ ｢科学技術政策大綱｣､ ｢基本指針｣､ ｢研究開発
基本計画｣等の形態で国の政策として公式に成立される｡ ｢基本答申｣の場合は閣議決定




び ｢物質 ･材料系科学技術に関する研究開発基本計画｣ (第 14号)になる｡基本答申に
おいても第 11号答申まで (第 1号､5号､6号､11号)は閣議決定等別の政策として
の成立過程がなかったが､第 12号と第 18号答申は科学技術政策大綱という国家科学技
術政策の基本フレームとして成立され､第 23号答申は ｢科学技術基本法｣に基づいて科
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のではないが､答申上の主要施策の推進状況を点検するのに意味があると思われる｡




















































































[2]諮問目は第1号答申が第2号答申より先だが (第 1号 :1959.6.5,第2号 .･195




















































区 分 名 前 職 名 専 攻 分 野
委員長 韓 柴 成 委 員 長 ソウル大
委 員 ソウル大行政大学院委 渦 勲 大字電子会長 工学博上 米MⅠT大 ～徐 相 箕 韓国機械研究院院長 士, DREXEL大
委 員 張 虎 男 KAⅠST学長 理学博士, 米STANFORD大



















集 ･整理 ･分析等を通じて諮問委員の活動を支援する くく図3>参照)0
<図3.国家科学技術諮問会議の組織>
義











































題についても報告している｡また､ ｢先端映像産業の振興方策｣や ｢韓 ･中環境協力｣の





























部 門 I隻 報 告 案 件 名 i報告日 【




2.開放化 .世界化 ･韓 .中環境協力 93.71245への対備 国際化 .開放化に対備する知的財産権政策先端映像産業の振興方策







3.国家競争力の向上 ･産 .学 .研協同研究の強化 93.7
･科学技術時代の国家政策の基調 93.10















































































































5 区 分 職 名 姓 名
議 長 国務総理 高 建
副議長 財政経済院長官 , 妾 慶 植
委 員 外務部長官 柳 宗 夏
内務部長官国防 妻 雲 太金 東 鎮
教育部長官 安 乗 永
農林部長官 丁 時 采
通商産業部長官 林 呂 烈
情報通信部長官 康 奉 均
環境部長官 妻 賢 旭
保健福祉部長官 孫 鶴 圭
労働部長官 陣 稔
】 建設交通部長官 李 桓 均
幹事委員 科学技術処長官 植 粛 -
委嘱委員 三星電子会長 妾 晋 求
ソウル大教授 金 商 周
ソウル大教授 朴 宇 照
資料 :科学技術処資料
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ければならない" (同法第4条)とし､ ｢環境技術開発及び支援に関する法律｣は "環境
部長官は‥ .綜合科学技術審議会の審議を経て長期環境技術開発計画を樹立しなければ
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<表11.綜合科学技術審議会の開催実績>
莱 件
第3回 81.5.26 ･ 8`2研究開発事業総合調整指針 1
第4回 83.6.4 I.国家研究開発施行計画指針
















































3 F ⊥ 【亘 二 二 コ





























































































































































































































































































































































































































































実践意志と国家次元の財源投入拡大努力を求めている 〔科学技術処, ｢第 10回綜合科学技
術審議会開催結果｣ (1994.5.9)97ページ､ ｢第 11回綜合科学技術審議会開催
結果｣ (1995.4.25)55ページ〕｡




























































































































































































科学技術会議 政策委員会 国立試験研究機関活性化調査小委員会, ｢科学技術会議諮問
13号 『国立試験研究機関の中長期的あり方について』に対する答申の実施状況に
ついて｣,1989.10















LesterC,Thurow, ｢TheFutureofCapitalism｣ (｢資本主義の未来｣,山岡洋一 ･
仁平和夫 訳,TBSブリタニカ,1996.10)
PeterF,Drucker, ｢Pos卜CapilistSociety｣ (｢ポス ト資本主義社会｣,上田教生 ･
佐々木実智男 ･田代政美 訳,ダイヤモンド社,1993.7)
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